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事業数は、平成26年度末現在8,662事業。
事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業となっている。

平成14年度をピークに、市町村合併や経営の見直し等により、毎年減少しており、５年
前の平成22年度の事業数との比較では、181事業、2.0％減少している。

地方公営企業の事業数

地方公営企業の事業数の状況（平成26年度末） 地方公営企業の事業数の推移
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職員数は、平成26年度末現在34万2,782人。
平成12年度をピークに減少傾向にある（平成25年度のみ対前年度で増加）。

事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業、下水道事業、交通事業
となっている。

地方公営企業の職員数

地方公営企業の職員数の推移
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決算規模は、18兆7,789億円。 （対前年度 1兆9,073億円、11.3%増加）

平成26年度決算は、会計基準の見直しに伴い、特別損失（退職給付引当金不足額等）
の計上等に伴う総費用の増加等により、規模が拡大した。
事業別にみると、下水道事業が最も大きく、次いで病院事業、水道事業となっている。

地方公営企業の決算規模 －平成26年度決算－
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地方公営企業の決算規模の推移



公営企業全体の総収支は、5,252億円の赤字。 （対前年度△1兆333億円、△203.4％）

平成26年度は、会計基準の見直しに伴い、特別損失（退職給付引当金不足額等）の計
上等による総費用の増加があり、平成12年度以来14年ぶりの赤字となった。

地方公営企業の経営状況(事業別総収支) －平成26年度決算－

全体の経営状況（事業別総収支額）
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黒字事業は、7,345事業（事業数全体の85.5％）で、前年度に比べ280事業の減少。
一方、赤字事業は、1,246事業（同14.5％）で、前年度に比べ232事業の増加。

地方公営企業の経営状況 －平成26年度決算－

全体の経営状況
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地方公営企業の料金収入の状況 －平成26年度決算－

全体の料金収入は、８兆9,029億円。（対前年度 385億円、0.4％減少）
過去５年間の推移をみると平成22年度の料金収入と比較して1,126億円、1.2％減少。

事業別では、下水道事業を除く法適用事業では料金収入が収益の中心となっている
が、下水道事業では５割強、その他事業も７割程度となっている。
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公営企業全体の建設投資額は、３兆7,419億円。（対前年度1,269億円、3.5%増加）

平成11年度から連続で減少していたが、施設の更新需要の高まり等により、
平成24年度から３年連続で増加。

建設投資額のピークは平成７年度（９兆812億円）となっている。

建設投資額 －平成26年度決算－
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○平成26年度決算においては、会計基準の見直し等の影響を受け、

１（１）これまで減価償却を行っていなかった固定資産(補助金等充当部分)について、すでに償却した部分を減額することにより固定資産が減少。
（２）収益性が低下した固定資産を減額。
（３）（１）、（２）などにより固定資産が減少（△6兆6,858億円）。

２ 時価評価によるたな卸資産の減額等により、資産(＝土地造成)が減少（△7,906億円）。
３ これまで減価償却を行っていなかった固定資産(補助金等充当部分)に充当された補助金等(資本剰余金に計上)について、すでに償却した部分を減額(資本

剰余金の減)するとともに、未償却分を資本(＝資本剰余金)から負債(＝長期前受金)に計上(21兆1,716億円）。
４ 企業債等を資本(＝借入資本金)から負債(固定負債又は流動負債)に計上(31兆3,882億円)。
５ 退職給付引当金等の計上により負債に計上する引当金が増加(＋7,974億円)。

○上記見直しの影響等により、

１ 総資産が7兆5,206億円減少。資本：負債の比率が9：1 → 3：7に大きく変化。
・ただし、返済義務のない負債である長期前受金が含まれていることに留意が必要。
・長期前受金を資本に含めた場合の資本：負債の比率は6：4。

２ 補助金等の計上方法の変更に伴い、資本剰余金の一部を利益剰余金へ振り替えたことにより資本剰余金が減少する一方、利益剰余金は増加
（＋4兆5,390億円)し、公営企業全体の累積欠損金が減少(△2,409億円)する等、公営企業全体の健全性は維持。
・これまで減価償却を行っていた固定資産に充当された補助金等について資本剰余金から利益剰余金へ振り替えて計上する等により、利益剰余金が増加
（＋4兆5,390億円）
・個別の公営企業を見た場合、法適用企業(3,063事業)のうち2,848事業(93.0％)が資産超過で、資本の減少等により215事業（7.0％）が資本不足となっ
ている。
(※返済義務のない負債である長期前受金を控除した場合、2,954事業(96.4％)が資産超過で、資本不足は109事業(3.6％)。)

平成26年度決算における地方公営企業会計基準の見直しによる財務諸表への主な影響

（対象となるのは法適用企業のみ）

貸借対照表
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○平成26年度決算においては、会計基準の見直し等の影響を受け、

１ これまで減価償却を行っていなかった補助金等により取得した固定資産について、減価償却を行うこ
とにより、費用(減価償却費)が増加(＋6,206億円)。

２ 補助金等の減価償却等見合い分について、収益(長期前受金戻入)に計上(8,895億円)。
３ 退職給付引当金の一括計上等により費用(特別損失)が増加(＋7,406億円）。

○上記により、総収支(純損益)は平成25年度の黒字(＋4,159億円)から平成26年度は赤字(△6,223億円)へ

※ 退職給付引当金の一括計上等により費用(特別損失)が増加したことが大きな要因であり、来年度以
以降、一括計上は行われないため、特別損失は減少する見込み。

※ 退職給付引当金は全企業職員が将来退職した場合に支給すべき退職手当の支払いに備えて設けられ
るものであり、直ちに現金化されるものではない。

(※ 退職給付引当金の一括計上等(7,406億円)を控除した場合には、1,183億円の黒字。)

損益計算書


